
 

 

 

 

 

 

 

 

Q１ この仕事は，誰のために，何をするのですか？ 

Q２ この仕事に，私たちの税金がどのように使われていますか？ 

Q３ この仕事が行われることによるメリットは 

Q４ この仕事はいつからあるのですか？また，どんな制度があるの？ 

消防団は，普段は自分の仕事をしながら，いざ火災や水害などが発生

した時には「自らの地域は自らが守る」という郷土愛護の精神に基づ

き，昼夜を問わず自宅や職場等から駆け付けます。 

消火活動だけではなく，地震や風水害など大きな災害にも立ち向か

い，地域の安心・安全の確保に大きく貢献しています。 

消防団員には，市の条例に基づき，報酬や災害出動に対する手当など

が支給されます。 

また，災害現場で危険な活動に従事することから，活動中に亡くなっ

たり，けがをした場合には補償が受けられます。消防団を退職したら，

在職年数や階級に応じて退職報償金が支払われます。 

地震や風水害など大きな災害が発生すると，消防署だけでは地域住民

全体の安全を確保することは困難となります。 

そのため，消防団は，地域住民で構成し，地域の安心・安全に貢献し

ています。 

消防団活動は，平成１７年の合併以前から行われており，現在 1,277名

が消防団員として在籍しています。 

また，平成１９年度から女性消防団員を任用し，現在は１９名の女性団

員が活躍しています。 

令和 2 年度には，機能別消防団員制度（退団団員及び勤務地団員）を取

り入れ，より活動しやすくなっています。 

事業名：消防団活動事務 

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 
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（ ）

財源合計 126,784 千円 120,992 千円 132,939 千円 139,127 千円

一般財源 102,035 千円 94,612 千円 104,080 千円 116,554 千円

0 千円 0 千円 0 千円

その他特財
24,749 千円 26,380 千円 28,859 千円 22,573 千円

その他特財の内容 消防団員退職報償金・コミュニティ助成金

千円 139,127 千円

財源

内訳

国県支出金
0 千円 0 千円 0

総事業費 126,784 千円 120,992 千円 132,939

千円 0 千円

国県支出金の内容

地方債 0 千円

3,000 千円 0.5 人 3,000 千円0.5 人 3,000 千円 0.5 人人件費合計 0.5 人 3,000 千円

人 千円

人 0.5 人 3,000 千円

臨時職員等 0 人 0 千円

3,000 千円 0.5 人 3,000 千円

千円 人 千円人

117,992 千円 129,939 千円 136,127 千円

コ
ス
ト

R3年度（予算） R2年度（決算見込み） H31年度（決算） H30年度（決算）

事
業
費

事業費合計 123,784 千円

事業費内訳
（令和2年度分）

人
件
費

担当正職員 0.5 人 3,000 千円 0.5

活動指標

団員報酬，団活動費（費用弁償）

千
円

関連事業
（同一目的事業等）

消防学校研修等への参加 0
千
円

研修会回数

千
円

 消防団の活動は，火災・災害等から地域住民の生命・身体・財産を守ることを目的とする。災害時において，迅速で
的確な消火活動を行うため，消防団の技能・知識のレベルアップと地域防災力の向上を継続的に行う必要がある。その
ため，各種訓練を重ねるとともに，消防学校研修等により消防知識，技術の向上を図り，被害を最小限に抑え，無火災
をめざす。火災予防を最重点に，市民に対する啓発活動や水利点検等の活動を日常的に行っていく。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

三原市消防団（三原市消防団として31分団（団員1,277人：定数
1,369人）を配置

対象者数（全住民に対する割合）

1,277 人 1.4 ％

44,607
千
円

団員人数・出務件数

消防団員退職報償金 25,480
千
円

退職者人数

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費

事業シート（概要説明書）

予算事業名 【警防課】消防団活動事務 事業開始年度

１　消防団員報酬　　23,505千円
　(1) 年額報酬（23,433千円/1,315名分）
　(2) 死亡退職（　　72千円/    5名分)
２　退職報償金　　  25,480千円
　　令和２年退職者　54名へ支払い
３　費用弁償　　　　　21,102千円
　　(1時間千円～最大６時間６千円）×人数

４　文具消耗機材費　     710千円
５　被服費　　　　　　 1,974千円
６　自動車修繕料　　　 2,298千円
７　施設修繕料　　　　　 250千円
８　消防団関係備品費　　 906千円

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 後藤　誠治

実施の背景
　消防団は，「自分たちのまちは，自分たちで守る」という地域の郷土愛護の精神のもと，一般的な火災の警戒，鎮圧のほか，地
震や台風などの被害が広範囲に及ぶ災害に対して，大量動員力により被害の軽減に威力を発揮する。また，平時においては，
地域に密着した予防防災活動を行うことで，安心・安全なまちづくりに寄与している。

上位施策事業名 5-2-1　消防・救急体制の整備 担当局・部名 消防本部

根拠法令等 消防組織法・三原市消防団条例・三原市消防団規則 担当課･係名 警防課

目　的
（何をどうしたいのか）

事業番号⑥ 令和３年度

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 【警防課】消防団活動事務 事業開始年度

事業番号⑥ 令和３年度

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　団員確保は，三原市の人口減少と高齢化によることも要因と考える。団員の減少要因として，団員が高
齢化し退団する一方で，欠員数は徐々に増加しており，後継者不足が深刻である。また，団員のサラリー
マン化が進み，地域によっては日中の参集率が低く，消防団の空白地帯も増えてきている。
　消防団は地元住民に身近な存在であり，地域防災の要である。地域防災力の向上を図るため，年間計画
に基づき訓練を実施し，常備と非常備それぞれの特性を活かして連携を強化し，災害対応に努めていく必
要がある。
　消防団員が参加しやすい条件（時期・時間等）での研修の実施。
　実際の消防活動に合った訓練内容の充実と安全の確保を図ることが必要。
　消防団員が要望する訓練内容と消防団員の訓練指導を担う消防職員の意見を踏まえた訓練計画を立てる
必要がある。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

〇三原市：消防団31団，団員定数1,369人（R3.4.1人口91,317人・面積471.51k㎡・人口比率1.5％）
〇尾道市：消防団45団，団員定数1,716人（R3.4.1人口129,493人・面積284.8k㎡・人口比率1.3％）
〇呉市：消防団36団，団員定数2,200人（R3.4.1人口216,273人・面積353.7k㎡・人口比率1.0％）
〇三次市：消防団39団，団員定数1,477人（R3.4.1人口49,831人・面積778.2k㎡・人口比率3.0％）
〇廿日市市：消防団24団，団員定数732人（R3.4.1人口116.866人・面積489.4k㎡・人口比率0.6％）

特記事項

旧三原市：消防団19団，団員定数770人
旧豊田郡本郷町：消防団4団，団員定数222人
旧御調郡久井町：消防団3団，団員定数167人
旧賀茂郡大和町：消防団10団，団員定数210人
　H17.3.22合併時に消防団をそのまま新町に引き継いだもの。

火災発生件数は減少傾向（減少率7.7%） 件 68 73 80

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

火災発生時の出動・・・迅速に現場出動し被害を最小限に抑える。
火災予防・啓発の実施・・・定期的に火災予防広報，水利点検を実施。
訓練等の実施・・・消防団員の士気の高揚，技術の向上を図る。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 R2年度 Ｈ31年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 団員数 千円 94

568 379 363

Ｈ30年度

消防団員の人員確保 人 1,291/1,369 1,308/1,369 1,326/1,369

102 105

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 R2年度 Ｈ31年度 Ｈ30年度

火災・水害出動件数 件 198 249 453

訓練・大会等参加件数 件 290 531 351

火災予防運動・水利点検等における啓発件数 件 374 389 583

消防団会議等の件数 件

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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